
第３号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（鉄道車両）

（2024年度）

　　 住　　所　東京都渋谷区代々木2-2-2
　 　事業者名　東日本旅客鉄道株式会社
　　 代表者名　代表取締役社長 喜㔟 陽一　　　　　　　

新幹線車いす
用
フリースペー
スの導入

・５編成（2024年度）
計画のとおり実施済
です。

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

　（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況

　　①　鉄道車両を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

対象となる鉄
道車両

現行計画の内容
（計画対象期間及び事業の主な内容）

前年度の実施状況

車両新造
・31編成（新幹線5編成（35両）、在来線26編成（202
両））
（2024年度）

計画のとおり実施済
です。
また、計画に追加し
て在来線+114両を実
施しました。
※中央快速線G車の
営業投入のため

　　②　鉄道車両を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項の主務省令で
      定める基準を遵守するために必要な措置

・引き続き定期的な検査を実施し、故障時の連絡体制を維
持致します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

筆談アプリお
よび筆談用具
による情報提
供

・社員用タブレット端末の筆談アプリおよび筆談用具の設
置により、引き続き必要な情報提供を実施します。（2024
年度）

計画のとおり実施済
です。

社内応対マ
ニュアルの充
実

・引き続き、多様なお客さまの応対方に関する社内マニュ
アルの内容を充実します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

設備の維持・
管理



・ホームと車両の段差・隙間の縮小対策を実施した箇所の
一覧をホームページに掲載します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

　　③　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
　　　旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

「声かけ・サ
ポート」運動

・鉄道などを利用する高齢者や障害者等のお困りのお客さ
まに対して、社員から積極的にお声かけを行う「声かけ・
サポート」運動を通年で実施するとともに、9月～10月に
かけて強化キャンペーンを実施します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

列車乗務員に
よる乗降介助
の試行

・車いすご利用のお客さまが無人駅などをご利用いただく
際、
駅係員による乗降介助の手配に係る時間を短縮するため、
乗務員による乗降介助を実施します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

「JREおでかけ
サポート」
サービスによ
る乗車にかか
る待ち時間の
短縮

・列車に乗降する際の介助を、事前にお客さまご自身で
WEBにてお申し込みいただけるサービス「JREおでかけサ
ポート」により、事前に駅の体制を整えることで、引き続
き来駅から乗車介助開始までの時間短縮を実施いたしま
す。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

　　④　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

異常時情報提
供（車内）

・車内モニター搭載車両（首都圏）を対象として、視覚的
に確認可能な異常時情報提供機能（多言語）を順次導入し
ます。
（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

ホームページ
における情報
の充実

・各駅に関するご利用情報を充実し、利便性を向上しま
す。
（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

ホームと車両
の段差・隙間
縮小対策箇所
の掲載



サービス介助
士の資格取得
促進

・全系統の新入社員等に対し、サービス介助士資格取得講
座を
実施します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　⑤　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

障害当事者が
参画した研修
の実施

・サービス介助士資格取得講座の中で、障害当事者が参画
した
カリキュラムを実施します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

障害当事者が
参画した体験
会の実施

・駅や列車などを活用した障害当事者参画の体験会を
実施します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

　　⑥　高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮
　　　についての鉄道車両の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

「ベビーカー
キャンペー
ン」

・ベビーカーをお使いのお客さまが安全に安心して鉄道を
ご利用いただけるよう、国交省が作成するポスターの趣旨
に
賛同し、啓発活動に協力します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

「エスカレー
ター『歩かず
立ち止まろ
う』キャン
ペーン」

・すべてのお客さまが安全に安心してエスカレーターをご
利用いただけるよう、キャンペーンを通じて啓発活動を実
施します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

「『やめま
しょう、歩き
スマホ。』
キャンペー
ン」

・すべてのお客さまが安全に安心して鉄道をご利用いただ
けるよう、「歩きスマホ」の危険性について、キャンペー
ンを通じて啓発活動を実施します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

「バリアフ
リートイレの
適正利用」

・バリアフリーを必要としているお客さまが安心して鉄道
を
ご利用いただけるよう、国交省が作成するポスターの趣旨
に
賛同し、啓発活動に協力します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

「エレベー
ター利用円滑
化」

・エレベーターを必要としているお客さまが安心して鉄道
を
ご利用いただけるよう、国交省が作成するポスターの趣旨
に
賛同し、啓発活動に協力します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。

「優先席マ
ナー啓発」

・優先席を必要としているお客さまが安心して鉄道を
ご利用いただけるよう、国交省が作成するポスターの主旨
に
賛同し、啓発活動に協力します。（2024年度）

計画のとおり実施済
です。



　（３）報告書の公表方法

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況

・ 役員が参加する会議を定期的に開催し、バリアフリーに関する方針や課題等について議論致
しました。（2024年度）

・弊社HP「サステナビリティ（移動等円滑化取組計画書・バリアフリー設備の整備促進）」に掲
載しております。
https://www.jreast.co.jp/company/csr/barrier_free/

　（４）その他



（令和6年度）

Ⅱ．鉄道車両の移動等円滑化の達成状況

（令和7年3月31日現在）

鉄道の種類

新幹線鉄道 136

1,318
編成
（両）

26

265
編成
（両）

26 編成 136 編成 136 編成 136 編成 136 編成

普通鉄道（特急等車両） 136

944
編成
（両）

0

0
編成
（両）

0 編成 135 編成 131 編成 123 編成 136 編成

普通鉄道（その他） 1,717

9,713
編成
（両）

1,103

7,521
編成
（両）

1,422 編成 1,176 編成 882 編成 1,253 編成 1,562 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

（合計）
1,989

11,975
編成
（両）

1,129

7,786
編成
（両）

1,448 編成 1,447 編成 1,149 編成 1,512 編成 1,834 編成

案内装置のある
編成数

車両間転落防止
設備のある編成

数

事業の用に供し
ている編成数

（両）

公共交通移動等円滑
化基準省令に
適合した編成数

（両）

車椅子スペースの
数が公共交通移
動等円滑化基準
省令の規定を満た
している編成数

便所のある編成
数

便所のある編成
の

うち車いす対応型
便所のある編成

数



○

Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１年度当たりの平均の輸送人員が1000万人以上である。

（２）過去３年度における１年度当たりの平均の輸送人員が100万人以上1000万人未満であり、か
　　　つ、以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
  　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。


